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５ 千葉県ＮＰＯ法人実態調査結果 

【調査の概要】 
  調査対象：千葉県認証 NPO 法人および千葉市認証 NPO 法人 1,999 団体 
  調査方法：郵送、ホームページ掲載により告知、ホームページ又はＦＡＸにより回答 
  調査時期：平成 29 年 9～10 月 
  回収結果：有効回答 777（回収率 38.8％） 
 
【結果の概要】 
  県内 NPO 法人の現状についての調査結果は次のとおりです。なお、過去の県による調査（県

内の NPO 法人を対象）及び内閣府による調査（全国の NPO 法人を対象）と比較可能な設問に

ついては、比較した形で表示しています。 
  なお、n は各設問に回答した NPO 法人の数です。 

（１）活動地域（記述回答） 

  主に活動している地域を尋ねたところ、下図のような結果となりました。東葛飾地域で活動

する法人が最も多く、次に多いのが千葉地域となっています。 
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（２）活動分野（複数回答） 

  団体の活動分野を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「保健・医

療・福祉」の分野で、57.7％となっています。次に多いのが「子ども・青少年育成」の分野で、

32.1％となっています。 

 

経理・情報開示の状況等 

（３）経理担当者の状況（単数回答） 

  経理担当者の状況を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「ほかの

業務も兼務している経理担当者がいる」で、54.1％となっています。 
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（４）採用している会計基準（単数回答） 

  採用している会計基準を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「NPO
会計基準」で、54.7％となっています。 

 

＊「NPO 法人会計基準」とは、平成 22 年 7 月に民間団体である「NPO 法人会計基準協議会」 
が策定した特定非営利活動法人の統一的な会計報告のルールを記した会計基準をいいます。 
「みんなで使おう！NPO 法人会計基準」http://www.npokaikeikijun.jp/ 
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（５）広報手段（複数回答） 

  広報手段について尋ねたところ、下図のような結果となりました。過去の調査と比べ、「自治

体が発行している広報紙等」、「主催する行事」、「自治体・ほかの団体の行事に参加」、「リーフ

レット・チラシ・ポスター」、「ホームページ」、「口コミ」、「ブログ・ツイッター・SNS」が増

加傾向となっています。 

 
（６）情報開示内容（複数回答） 

  広報手段として「ホームページ」を用いている法人に対し、開示情報の内容を尋ねたところ、

下図のような結果となりました。最も多いのが「事業報告書」で、44.2％となっています。 
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寄附の受入状況等 

（７）寄附の受入経験（単数回答） 

  寄附による資金援助を受けた経験を尋ねたところ、下図のような結果となりました。 

 
 

（８）直近事業年度における寄附の受領金額（単数回答） 

  寄附を「受けたことがある」法人に対し、直近事業年度における寄附の受領金額を尋ねたと

ころ、下図のような結果となりました。最も多いのが「1 万円～5 万円未満」で 25.6％、次に

多いのが「5,000 円未満」で 12.0％となっています。 
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500 万円～1,000 万円未満

1,000 万円以上
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（９）行っている寄附の受入方法（複数回答） 

  寄附を「受けたことがある」法人に対し、寄附の受入方法を尋ねたところ、下図のような結

果となりました。最も多いのが「直接手渡し」で 70.7％、次に多いのが「金融機関・郵便局へ

の振込」で 53.1％となっています。 
なお、内閣府の調査では、「コンビニ決済」、「携帯電話と一緒の決済」、「インターネットバン

キング」、「電子マネー」の選択肢がありません。 
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（１０）寄附を集めるための取組（複数回答） 

寄附を「受けたことがある」法人に対し、寄附を集めるために行っている取組を尋ねたとこ

ろ、下図のような結果となりました。最も多いのが「対面による寄附の依頼」で 51.3％、次に

多いのが「その他」で 28.0％、「団体の HP や SNS 掲載」で 25.3％となっています。 
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財政状況 

（１１）最も大きな収入源（単数回答） 

法人の最も大きな収入源を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「自

主事業収益」で 34.5％となっています。 

 

（１２）借入の有無（単数回答） 

資金の借り入れを行っているかを尋ねたところ、下図のような結果となりました。 
「借り入れを行っている」が 27.6％となっています。 
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（１３）借入先（複数回答） 

資金の借り入れを行っている法人に対し、借入先を尋ねたところ、下図のような結果となり

ました。最も多いのが「個人」で 64.5％となっています。 

 

（１４）直近事業年度における総支出額（財政規模） （単数回答） 

直近事業年度における総支出額（財政規模）を尋ねたところ、下図のような結果となりまし

た。最も多いのが「1,000～5,000 万円未満」で 23.6％となっています。 
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５,０００万円～１億円

未満

事業年度が１年に満た

ない

直近事業年度における総支出額（財政規模）

H23 (n=553) H26 (n=684) H29 (n=747)



５ 千葉 NPO 法人実態調査結果 

- 71 - 

活動状況等 

（１５）事務所の状況（単数回答） 

事務所の状況を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多いのが「団体専用の

事務所を借りている」で 40.1％となっています。 

 

（１６）個人会員数（記述回答） 

個人会員数の状況を尋ねた結果をまとめたところ、下図のような結果となりました。 
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40～49人, 5.5%

50～99人, 12.3%

100～199人, 8.7%
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（１７）役員・職員の人数（記述回答） 

役員・職員の人数の状況を尋ねたところ、下図のような結果となりました。 

   

 

（１８）役員・職員の年齢層で最も多い年代（単数回答） 

  役員・職員の年齢層で最も多い年代を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「60 代」で 44.0％となっています。平成 26 年度調査と比べ、「70 代」が 5 ポイント

増加して 12.5％となっています。 
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（１９）有給職員の平均給与額（単数回答） 

  有給職員がいる場合の平均給与額（年収）を尋ねたところ、下図のような結果となりました。

最も多いのが「200 万円以上 300 万円未満」で 23.9％となっています。次に多いのが「50 万円

以上 100 万円未満」で 17.7％となっています。 

 

（２０）事業活動に携わるボランティア数（単数回答） 

  前事業年度において事業活動に携わったボランティア人数を尋ねたところ、下図のような結

果となりました。最も多いのが「1 人以上 10 人未満」で 36.7％となっています。 
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５０万円以上１００万円未満

１００万円以上１５０万円未満

１５０万円以上２００万円未満

２００万円以上３００万円未満

３００万円以上４００万円未満

４００万円以上５００万円未満

５００万円以上

有給職員の平均給与額（年収）

H23 (n=554) H26 (n=677) H29 (n=406)

21.4%

36.7%

14.9%

7.6%

19.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

０人

１人以上１０人未満

１０人以上２０人未満

２０人以上３０人未満

３０人以上

事業活動に携わるボランティア数

H29 (n=760)
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（２１）活動上の問題点（複数回答） 

  活動する上で困っていることについて尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「団体内全体が高齢化している」で、46.2％となっており、平成 26 年度調査から 5.8
ポイント増加しています。次に多いのが「特定の個人に責任や作業が集中する」で 42.2％、つ

いで多いのが「活動資金が不足している」で 41.0％となっています。 

 
 

 

 

 

21.3%

23.7%

36.7%

24.6%

28.4%

14.5%

55.5%

17.4%

16.1%

20.6%

14.1%

4.7%

7.4%

15.4%

42.4%

30.7%

45.5%

39.1%

40.4%

18.9%

42.4%

13.2%

15.4%

14.4%

8.4%

5.0%

6.5%

14.4%

34.5%

28.4%

42.2%

38.9%

46.2%

18.2%

41.0%

12.5%

14.6%

15.6%

8.5%

4.6%

5.5%

12.4%

3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

役員や職員が不足している

参加してくれるボランティアが不足している

特定の個人に責任や作業が集中する

リーダーや後継者が育たない

団体内全体が高齢化している

役員や職員が忙しく、団体の活動時間が取れない

活動資金が不足している

活動場所の確保が難しい

活動や団体の運営管理に必要な専門的知識が不足し

ている

自治体の施策や民間の助成金等についての情報が得

にくい

外部に活動や運営方法等の相談ができる適当な相談

者や相談機関がない

地域住民の理解が得られない

地域の他団体・他機関との連携がうまくいかない

自分たちの活動をうまく広める方法がない

その他

活動上の問題点

H23 (n=553) H26 (n=681) H29 (n=742)
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連携・協働 

（２２）連携・協働の経験の有無（単数回答） 

連携・協働の経験を尋ねたところ、下図のような結果となりました。「連携・協働したことが

ある」が 69.8％となっています。 

 

（２３）協働の形態（複数回答） 

  協働したことがある法人に対し、協働の事業形態について尋ねたところ、下図のような結果

となりました。最も多いのが「連携して事業（イベント等）を実施した」で、68.0％となって

います。「事業を委託した」、「その他」以外の全ての選択肢で平成 26 年度調査を上回っており、

事業形態が多様化していることが分かります。 

 

69.8%

68.2%

65.4%

30.2%

31.8%

34.6%

H 2 9  
( n = 7 7 1 )

H 2 6  
( n = 6 7 4 )

H 2 3  
( n = 4 4 2 )

連携・協働の経験

連携・協働したことがある 連携・協働したことがない

31.5%

6.3%

31.4%

57.0%

28.9%

9.9%

16.4%

3.6%

45.7%

6.1%

43.3%

68.0%

32.2%

12.8%

21.9%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

事業を委託された

事業を委託した

連携して事業（イベント等）を企画した

連携して事業（イベント等）を実施した

実行委員会等に委員として企画・立案に参画した

人材を受け入れた

人材を派遣した

その他

連携・協働の形態

H26 (n=523) H29 (n=538)
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（２４）連携・協働先の団体の種類（複数回答） 

  協働したことがある法人に対し、連携・協働先の団体の種類について尋ねたところ、下図の

ような結果となりました。最も多いのが「県・市町村行政」で 71.2％となっており、平成 26
年度調査に比べ大幅に増加しています。「商工会等」、「その他」以外の全ての選択肢で平成 26
年度調査を上回っています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

49.8%

23.1%

34.6%

16.7%

19.9%

25.6%

14.5%

47.1%

17.8%

43.3%

16.3%

19.3%

24.1%

11.9%

9.4%

4.2%

71.2%

21.2%

45.0%

19.1%

26.8%

28.6%

12.5%

8.4%

3.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

県・市町村行政

企業

NPO・ボランティア団体

地縁組織（町内会等）

社会福祉協議会

学校・教育機関

公益財団法人・公益社団法人

商工会等

その他

連携・協働の相手

H23 (n=289) H26 (n=522) H29 (n=538)
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認定・特例認定特定非営利活動法人制度 

（２５）認定・特例認定特定非営利活動法人制度の利用（単数回答） 

「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度の利用意向を尋ねたところ、下図のような結果

となりました。最も多いのが「現時点においては認定・特例認定の申請をしない」で 29.1％と

なっています。内閣府の行った調査と比べ、「既に認定・特例認定を受けている」が 22.0 ポイ

ント少なく、「関心がない」が 13.8 ポイント、「よく分からない」が 7.7 ポイント多くなってい

ます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

26.1%

2.1%

0.5%

25.2%

26.5%

5.6%

12.3%

1.7%

4.1%

1.8%

0.3%

24.3%

29.1%

19.4%

20.0%

1.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

既に認定・特例認定を受けている

認定を受けたいと思っており、申請の準備を進め

ている

特例認定制度を利用して、特例認定申請の準備を

進めている

関心はあるが、申請の準備を進めていない

現時点においては認定・特例認定の申請をしない

関心がない

よく分からない

その他

認定・特例認定特定非営利活動法人制度の利用意向

H27内閣府 (n=1,746) H29 (n=711)
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（２６）認定・特例認定特定非営利活動法人制度を利用する理由（複数回答） 

「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度を利用している、もしくは利用する準備を進め

ている法人に対し、利用する理由を尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も多い

のが「社会的信用・認知度が高まるから」で 84.0％となっています。 

 
 

（２７）制度の申請の準備の経過（単数回答） 

「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度を利用している、もしくは利用する準備を進め

ている法人に対し、制度の申請の準備の経過を尋ねたところ、下図のような結果となりました。

「順調に進んだ（進んでいる）」は、70.0％となっています。 

 
 
 
 
 

71.3%

24.8%

66.1%

86.8%

36.7%

7.0%

72.7%

31.8%

59.1%

90.9%

38.6%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

寄附金を集めやすくなるから

相続（遺贈）財産の寄附の受入れも見込めるから

税制上の優遇措置を受けることができるから

社会的信用・認知度が高まるから

内部管理がしっかりするから

その他

認定・特例認定特定非営利活動法人制度の利用理由

H27内閣府 (n=499) H29 (n=44)

70.0% 30.0%H 2 9  ( n = 4 0 )

認定・特例認定申請準備の経過

順調に進んだ（進んでいる） 順調に進まなかった（進んでいない）
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（２８）制度の申請の準備が進まなかった（進んでいない）理由（複数回答） 

  「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度の申請の準備が進まなかった、もしくは進んで

いない法人に対して、その理由について尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「認定要件等の制度が複雑すぎて、理解が困難であるため」で、66.7％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.2%

59.6%

62.5%

45.2%

35.6%

9.6%

21.2%

33.3%

50.0%

41.7%

66.7%

41.7%

8.3%

33.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッ

フが足りないため

日常業務で忙しいため

申請書類が煩雑で作成に手間がかかるため

認定要件等の制度が複雑すぎて、理解が困難であ

るため

所轄庁との調整に時間がかかるため

所轄庁に事前相談に行きたいが場所が遠くて通え

ないため

その他

認定・特例認定申請準備が進まなかった（進んでいない）理由

H27内閣府 (n=104) H29 (n=12)
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（２９）制度の申請の準備を進めていない、もしくは申請をしない理由（複数回答） 

  「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度の申請の準備を進めていない、もしくは申請を

しない法人に対して、その理由について尋ねたところ、下図のような結果となりました。最も

多いのが「認定・特例認定法人になる必要性を感じないため」で、35.3％となっています。 

 
 

30.8%

11.4%

24.2%

11.4%

27.0%

36.6%

32.8%

3.1%

23.4%

4.7%

25.8%

10.5%

26.6%

29.7%

35.3%

2.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

パブリックサポートテストにおける認定基準を満

たすことができないため

パブリックサポートテスト以外の認定基準を満た

すことができないため

認定・特例認定の仕組みや認定・特例認定基準を

満たしているかどうか、よく分からないため

パブリックサポートテストにおける相対値基準に

ついて試算したことがなく、基準を満たしている

か…

会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッ

フが不足しているため

日常業務で忙しいため認定・特例認定に必要な手

続を行う時間がないため

認定・特例認定法人になる必要性を感じないため

その他

申請準備を進めていない又は申請をしない理由

H27内閣府 (n=900) H29 (n=380)


